
はじめに

日本企業のアジアへの進出先は，近年，中

国からASEANへとシフトが進んでいる．

背景としては，中国内での賃金上昇に加え，

ASEANの地域経済統合の進展による生産

拠点としての優位性向上や，ASEAN地域

の経済成長に伴う消費力の向上などが挙げら

れる．

こうしたASEANの事業環境の向上に関

心を持つのは日本企業だけではない．韓国に

おいても，ASEANへの直接投資額は，90

年代から2000年代にかけてはほとんどの年

で中国向けを下回っていたが，2010年以降

2014年までは，2013年を除いて中国向けを

上回っている．

ASEAN加盟国の中でもベトナムは，韓

国との経済関係が従来以上に密接になってい

る．韓国からASEANへの直接投資を国別

にみると，最大の投資先はベトナムである．

特に，サムスン電子が2009年に北部のバク

ニン省に工場を設立し携帯電話の生産を始め

て以降，韓国からは，生産に必要な機械や部

品等の輸出や，協力企業の対ベトナム進出も

増加している．同社は2014年に第２工場を

稼働させたほか，南部のホーチミンに家電製

品の生産拠点を建設する認可をベトナム政府

から受けるなど，ベトナムでの事業をさらに

拡大させる見込みである．

韓国企業は多くの産業分野で日本企業の競

合相手になっており，ASEAN地域でも電

子電気やインフラ開発，流通などの分野で存

在感を示している．同時に，韓国企業は日本

企業から高い技術が備わった機械や素材，部

品を購入している存在でもある．ASEAN

でのビジネスを拡大しようと考える韓国企業

が増えているのであれば，そこには日韓企業

の競合激化や，日韓ビジネスの拡大進展の可

能性があり，日本企業にとっても韓国企業の

動向には目を向けておきたい．そこで本稿で

は，韓国企業のベトナムへの進出動向を概観

し，日本企業に与えるであろう影響について

も述べることとする．

Ⅰ．韓国からベトナムへの直接投資の動向

韓国の対外直接投資額の2014年までの累

計額（実行ベース）を国・地域別にみると，

１位は米国で568億ドル（投資総額に占める

シェアは20.4％），２位は中国で489億ドル（同

17.5％）であり，この２カ国で投資総額の40

％近くを占める．次いで香港160億ドル（同

5.7％），ベトナム111億ドル（同4.0％）と

続く．ベトナムはASEAN加盟国の中では

最多の投資先である．ASEANのその他の

国への投資額は，インドネシア83億ドル（同

3.0％，９位），シンガポール61億ドル（同2.2

％，11位），マレーシア48億ドル（同1.7％，14

位），フィリピン32億ドル（同1.1％，17位）

などと続いている．ASEAN加盟10カ国へ
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の投資額の合計は402億ドルで，投資総額に

占めるシェアは14.4％に達している．

最多投資先であるベトナム向け投資累計額

を業種別にみると，製造業向けが最も多く62

億8,900万ドル，以下鉱業19億3,800万ドル，

不動産および賃貸９億3,000万ドル，建設業

４億5,700万ドル，宿泊および飲食店業38億

8,900万ドルなどと続いている．

製造業の内訳は，電子部品・コンピュータ・

映像・音響および通信装備が９億5,500万ド

ルで最多，以下衣服・衣服アクセサリーおよ

び毛皮製品８億5,700万ドル，一次金属７億

8,900万ドル，繊維製品（衣服を除く）６億

3,500万ドルなどと続く．衣服等と繊維製品

（衣服を除く）への投資額の合計は15億ドル

となり，製造業では繊維分野が最多とみるこ

とができる．

2013～14年の動向をみると，やはり製造

業が最多で，中でも電子部品等と衣服等の金

額が多く，伸び率も高い．また，電気装備の

金額が多い背景には，韓国の電子・電気企業

の進出があると考えられる．

韓国側からはベトナム向けの直接投資額は

増加している．では，ベトナム側からみた韓

金額 構成比

１ 米国 ５６７．８ ２０．４

２ 中国 ４８９．０ １７．５

３ 香港 １５９．７ ５．７

４ ベトナム １１１．０ ４．０

５ オーストラリア １０３．７ ３．７

６ オランダ １０１．４ ３．６

７ 英国 １００．２ ３．６

８ カナダ ８８．３ ３．２

９ インドネシア ８２．８ ３．０

１０ ケイマン諸島 ７３．６ ２．６

１１ シンガポール ６１．３ ２．２

１４ マレーシア ４７．６ １．７

１７ フィリピン ３１．９ １．１

２３ ミャンマー ２２．２ ０．８

２５ タイ ２１．８ ０．８

２６ カンボジア ２０．３ ０．７

６２ ラオス ２．８ ０．１

１２０ ブルネイ ０．１ ０．０

ASEAN ４０２．０ １４．４

総額 ２，７８７．９ １００．０

業種
２０１３年 ２０１４年 累計

金額 金額 伸び率 金額 構成比

製造業 ７５６ ９７５ ２８．９ ６，２８９ ５６．７

電子部品，コンピュータ，映像，音響および通信装備 １９０ ２７７ ４６．１ ９５５ ８．６

衣服，衣服アクセサリーおよび毛皮製品 １０５ １１３ ７．６ ８５７ ７．７

一次金属 １００ ５１ △４９．７ ７８９ ７．１

繊維製品（衣服を除く） ３３ ７４ １２８．０ ６３５ ５．７

電気装備 １０７ １１１ ３．１ ６３２ ５．７

革，カバンおよび履物 ３３ ４７ ４５．３ ４１４ ３．７

ゴム製品およびプラスチック製品 ３６ ４１ １３．６ ３１７ ２．９

非金属鉱物製品 １９ ６８ ２５６．９ ２４４ ２．２

食料品 １６ ２５ ５６．５ ２２８ ２．１

化学物質および化学製品（医薬品を除く） ８ １９ １３３．０ ２０５ １．８

鉱業 １４０ ２２８ ６２．８ １，９３８ １７．５

不動産業および賃貸業 ７２ ９３ ２９．８ ９３０ ８．４

建設業 ３２ ２７ △１４．１ ４５７ ４．１

宿泊および飲食店業 ２６ ３４ ３０．４ ３８９ ３．５

卸売および小売業 ４０ ５５ ３７．８ ３７９ ３．４

金融および保険業 １１ ４８ ３１９．３ ３００ ２．７

総額 １，１３１ １，５１６ ３４．１ １１，０９９ １００．０

表１ 韓国の対外直接投資累計額（２０１４年末）
単位：億ドル，％

（注１）金額は，１９６８～２０１４年の韓国からの対外直接投資額累計（実
行ベース，暫定値）．

（注２）「総額」は，表に記載されていない国・地域向けの直接投資
額も含む．

（出所）韓国輸出入銀行データベースをもとに筆者作成．

表２ 韓国の対ベトナム業種別直接投資額
単位：１００万ドル，％

（注１）累計は，１９６８～２０１４年の韓国からの対外直接投資額累計（実行ベース，暫定値）．
（注２）「総額」は，表に記載されていない業種への直接投資額も含む．
（出所）韓国輸出入銀行データベースをもとに筆者作成．
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国からの投資額をみてみよう．

ベトナムの海外直接投資受入を国・地域別

にみ る と，2013年，2014年（１月１日～12

月20日）は韓国の投資額（認可ベース）は

いずれも１位であった．件数，金額とも2014

年は前年を上回っており，ベトナムにおける

韓国のプレゼンスがさらに高くなっているこ

とがうかがえる．

Ⅱ．在ベトナム韓国企業の事業

韓国からの代表的進出企業としては，サム

スン電子が挙げられる．同社は，2009年に

北部バクニン省に工場を設立し携帯電話の生

産を開始．2014年には北部タイグエン省の

第２工場でも携帯電話の生産を始めた．製品

の販路は海外であり，ベトナムの「電話機・

同部品」の輸出は，2011年の69億ドルから

2014年には236億ドルに急増し，ベトナム

の輸出額の増加に寄与している．この増加を

受け，ベトナムの貿易収支は2012年に19年

ぶりに黒字転換し，2013年，2014年も黒字

が続いている１．

また，家電製品は従前より生産を始めてい

たが，同社は2014年10月，ホーチミンでの

テレビを中心とした家電複合団地建設への投

資についてベトナム側から承認を得たことを

明らかにした．団地の規模は70万平方メー

トル，投資額は５億6,000万ドル．今後「新

興国をはじめとしたグローバル市場の中長期

的な需要の伸びに対応するとともに，（テレ

ビの）世界市場シェアトップの座を守るため

に活用される予定」という２．

サムスン電子の携帯電話生産が増えるにつ

れ，同社に部品などを納品する協力会社の進

出も増える．電子部品や通信装備分野のベト

ナム向け投資は伸びている．最近の動きとし

ては，サムスンディスプレーが2014年７月，

携帯電話用モジュール生産工場への10億ド

ルの投資について，ベトナム側当局の承認を

得た３．

CJ グループは，飼料工場（2001年～），

ベーカリーショップ「トゥレジュール」（2008

年～），製粉工場（2013年～）など食品事業

の幅広い分野でベトナム展開を進めている．

ベトナムでの事業の１つに，住友商事との合

弁事業がある．両社はバリアブンタオ省に小

麦粉およびミックス粉の製造販売を行う合弁

会社を設立することで合意しており，2014

年２月には製粉工場の起工式を行った．住友

商事側はこの合弁事業について「住友商事が

持つベトナム小麦粉市場での販売ノウハウと，

ＣＪが55年以上に及ぶ製粉事業で培った最

新鋭の高付加価値製粉技術を融合させること

により，主にベトナム国内で水産加工品やベ

ーカリーといったハイエンド製品向けでの早

期のシェア獲得を目指します」と発表してい

る．出資比率はCJ が51％で住友商事グルー

プが49％，稼働予定は2015年３月である．

日韓両国の企業がそれぞれの強みを生かし，

第三国のベトナムで事業に取り組もうとして

２０１３年 ２０１４年（１月１日～１２月２０日）

件数 金額 構成比 件数 金額 構成比

韓国 ４２７ ３，８２９ ２６．４ ５０５ ６，１２８ ３９．２

香港 ７２ ６３１ ４．４ ９９ ２，８０３ １７．９

シンガポール １３０ ３，０６０ ２１．１ １０６ ２，３１０ １４．８

日本 ３５２ １，４０６ ９．７ ２９８ １，２１０ ７．７

台湾 ７５ ４１６ ２．９ ８５ ５１２ ３．３

合計
（その他含む）

１，５３０ １４，４８３ １００．０ １，５８８ １５，６４３ １００．０

表３ ベトナムへの国・地域別直接投資額
単位：１００万ドル，％

（注）新規，認可ベース．拡張投資を含まず．
（出所）ベトナム統計局ウェブサイトをもとに筆者作成．
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いる４．

流通業で目立つのはロッテショッピングで

ある．同社が経営するディスカウントストア

のロッテマートは，2015年２月時点で，国

内・海外含めた店舗数は265店にのぼる．内

訳は，韓国114店，中国103店，インドネシ

ア38店，ベトナム10店であり，韓国内より

も海外の店舗数の方が多い５．

このうちベトナムでは，2008年12月にホ

ーチミンに１号店を開店，韓国の流通企業と

して初めてのベトナムでの店舗を開いた．そ

の後も店舗を増やし，14年９月にはハノイ

に６５階建ての複合ビル「ロッテセンターハノ

イ」をオープンさせた．地下１階にロッテマ

ート，地上１～６階はロッテ百貨店，その上

にはオフィスやロッテホテルなどが入居して

いる６．

Ⅲ．韓国企業進出の背景と見通し

韓国のベトナム向け直接投資増加の背景等

について，韓国の研究者に意見を聞く機会が

あった．経済団体の研究所では東南アジアの

研究者から，韓国企業のベトナムに対する見

方として「1990年代から繊維分野を中心に

韓国企業が進出しており，成功事例も多い」

こと，「人口が多く賃金も中国に比べ安い」こ

と，そして「中国の生産拠点が輸出用から国

内市場用へと役割を変えつつあるのに対し，

ベトナムはASEAN域内販売用と輸出用の

両方の役割を果たせる国として評価されてい

る」との説明があった．

ASEANに対して「内需用の役割」，つま

り消費市場として期待をするのは日本企業も

韓国企業も同様である．ASEAN向けに販

売する製品を作るなら，韓国企業も経済統合

が進むASEAN域内に生産拠点を置くのが

適切であると考えるだろう．

「輸出用の役割」としてベトナムが評価さ

れている点として，この研究員は「ベトナム

がTPP交渉参加国であること」を挙げた．

「TPP交渉が妥結し協定が発効したら，米国

やオーストラリア向けの輸出拠点として優位

性を持つことになる．そうなると，韓国から

のベトナム向けに投資される業種は，現在は

繊維や電子・電気が中心だが，他の分野でも

増加していくと予想している」とみる．

政府系研究所の研究者からも，TPPの存

在がベトナムの優位性として評価されている

との意見を聞いた．同氏はさらに，ベトナム

がTPP以外の自由貿易協定（FTA）交渉を

進めている点にも目を向けた．現在ベトナム

は，EU，欧州自由貿易連合（EFTA，加盟

国はスイス，ノルウェー，アイスランド，リ

ヒテンシュタイン），ロシア・ベラルーシ・

カザフスタン関税同盟とのFTA締結に向け

た交渉を進めており，これらの交渉が妥結し，

協定が発効すれば，ベトナムは大規模市場で

ある米国とはTPP，EUとは FTAで結ばれ

ることになり，輸出拠点としての優位性が高

まる．このことから，「ベトナムは『拠点を

置くことで経済統合の最大の効果を得られる

国』とみられている」との見解を述べた．

ベトナムに生産拠点を置く場合，ネックの

１つが裾野産業の脆弱さである．サムスン電

子も，部品や素材，機械など多くを韓国や中

国から輸入している．韓国のこれら品目をサ

ムスン電子に納品している協力企業はサムス

ン電子向けの生産拠点を置くため，ベトナム

への投資を増やしているとみられるが，現状

連載講座

29



では韓国からの輸入は増加の一途をたどって

いる．こうした中，韓国とベトナムは2014

年12月，二国間FTA交渉が実質的に妥結し

たと発表した．今後協定文の検討を経て正式

署名，国会批准などの手続きを進めるとして

いる７．韓国はASEANとの間の FTAが既

に発効しているが，ベトナムとの二国間

FTAでは韓国・ASEAN間 FTAよりも自

由化される品目が多く，韓国企業にとっては，

韓国からの部品や機械等の輸入がしやすくな

り，ベトナムの事業環境が改善されることに

なる．

このように，ASEAN域内向けとして，

そして輸出向けとしても生産拠点を置くメリ

ットが評価されているベトナムには，韓国で

はこれまで以上に関心が高まっている．韓国

貿易協会が会員企業向けに2015年１月に実

施したアンケート調査では，「BRICs の次に

2015年に進出したい国」としてベトナムを

挙げたのは回答の49.0％に達し，順位は２位

のインドネシア（回答の37.4％），３位のタイ

（同30.0％）などを上回る１位となったのは

その一例である８．

Ⅳ．日本企業への影響

韓国企業のベトナムへの進出が増え，事業

が拡大することで，日本企業にとっては競争

の激化が予想される．サムスン電子の携帯電

話生産は，第２工場を稼働させるなど，年々

生産量が増えている．スマートフォンの世界

市場ではアップルのブランド力が相変わらず

高い中，中国のシャオミの追い上げを受け，

サムスン電子はスマートフォンの売り上げが

低下し，売上，利益ともに減少が続いてきた

が，2014年第４四半期は，前年同期比では

減収減益が続いたものの，前期比ではいずれ

も増加に転じたところである９．今後，ベトナ

ムへの集中が進み，比較的低価格で人気のあ

るモデルを生産することができれば，売上や

利益のさらなる回復が見込め，日本のエレク

トロニクス製品メーカーに対し競争相手とし

て改めて存在感を高めることにもなるだろう．

流通分野では，イオンが14年１月にホー

チミンにイオンモール１号店，11月にビンズ

オン省に２号店を出店しているが，ロッテマ

ートは既に10店舗を運営している．イオン

は今後ハノイやホーチミンでの追加出店を予

定しているが，韓国では大手スーパーのＥマ

ートが最近ベトナムへの投資の承認を得てい

る．消費が拡大しているホーチミンおよびそ

の周辺の小売市場では，シンガポールなど他

国の流通企業も展開しており，日韓にとどま

らない競争が激しさを増すとみられている10．

他方，日本企業にとっては，韓国大手企業

の進出により，取引が拡大する可能性もある．

韓国メディアでは，ベトナムのサムスン電子

に部品を納品している企業の数は６７社で大部

分が韓国，日本，シンガポール，マレーシア

の企業，ベトナム地場企業は包装材を納品す

る４社にとどまるとの報道があった11．記事

の内容はベトナム裾野産業の脆弱性に関する

ものだが，日本企業が取引先にあるとの記載

が目を引く．サムスン電子に限らず，韓国の

大手企業は，機械や部品，素材の中でも高度

な技術を要するものなどを日本企業から購入

していることが多い．サムスン電子がベトナ

ムに生産拠点を置き生産を拡大すれば，日本

企業との取引も増えることは自然な流れでも

ある．別のメディアには，サムスン電子工場
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がベトナムで稼働しファナックがサムスン電

子に納品する機械が増えたところ，ファナッ

クは機械製造に必要な部品の需要を満たすた

め，韓国の部品メーカーに供給の可否を打診

し，その部品メーカーは初めてファナックか

ら受注することになった，という報道もあっ

た12．韓国大手メーカーのベトナム進出に伴

い日韓両国の機械・部品企業の取引が増えて

いることを示す一例だといえる．

そして，前述したCJ と住友商事のように，

日韓両国の企業が合弁で事業に取り組むこと

も，海外展開の１つの方法として考えられる．

ベトナムでの販路開拓という共通の課題を持

ち，CJ は製粉技術，住友商事は販売ノウハ

ウに強みを持つ．両社は，自社にない強みを

持つ企業と補完しながら，共同でベトナムと

いう第三国での事業を行おうとしている．こ

うした日韓両国企業の共同事業は，大企業に

限らず，中小企業にとってもメリットがある

ことであり，日本企業には検討する価値があ

る取組である．

韓国大手企業のベトナム向け投資が進み，

国内でも進出への関心が高まる中，韓国企業

のベトナムへの進出はまだ続いていくものと

みられる．それにより，日本企業には競争の

激化や取引の拡大といった影響が生じる可能

性がある．また，進出先での共同事業を検討

することもできよう．こうしたことから，韓

国企業の動きに引き続き目を向けておくこと

は有意義だと考えられる．

注）

１ ベトナムの輸出額はジェトロ『世界貿易

投資報告書』各年版および通商弘報2015

年２月20日付を参照．

２ サムスン電子ウェブサイトのプレスリリ

ース（2014年10月６日付）を参照．

３ 聯合ニュース2014年７月３日付．

４ 住友商事（2013年２月26日付）とCJ

（2014年６月27日）それぞれのプレスリ

リースを参照．

５ ロッテマートの店舗数はロッテショッピ

ングのウェブサイトを参照．

６ 聯合ニュース2014年９月２日付．

７ 韓国とベトナムのFTA交渉の実質妥結

内容は韓国政府FTAウェブサイトを参照．

８ 「韓国企業が選んだ有望新興市場，ベト

ナム」，韓国貿易協会国際貿易研究院

『Trade Brief』2015年１月23日付．

９ サムスン電子の売上や利益については同

社ウェブサイトを参照．

10 ベトナムでのイオンモールの出店状況に

ついては『通商弘報」2014年11月25日付

「イオンモール２号店がビンズオン省にオ

ープン」を参照．

11 聯合ニュース2014年12月18日付．

12 毎日経済新聞2015年２月４日付．
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